
住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置等の延長（贈与税・相続税）
認定住宅等の新築等をした場合の所得税額の特別控除の延長（所得税）

質の高い住宅 一般住宅
1,000万円 500万円

50㎡以上
※合計所得金額が1,000万円以下の受贈者に限り、40㎡以上50㎡未満の住宅についても適用。

質の高い住宅の要件

○ 親の年齢が60歳未満であっても相続時精算課税制度を選択できる特例措置についても、３年間延長する。

要望の結果

新築住宅

①断熱等性能等級５以上かつ一次エネルギー消費量等級６以上
※令和５年末までに建築確認を受けた住宅又は令和６年６月30日までに建築された住宅は、

断熱等性能等級４又は一次エネルギー消費量等級４以上
②耐震等級２以上又は免震建築物
③高齢者等配慮対策等級３以上

既存住宅
・増改築

①断熱等性能等級４又は一次エネルギー消費量等級４以上
②耐震等級２以上又は免震建築物
③高齢者等配慮対策等級３以上

以下のいずれかに該当すること。

住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置等

認定住宅等の新築等をした場合の所得税額の特別控除

床面積要件

○ 住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置について、以下のとおり３年間（令和６年１月１日～令和８年12月31日）延長する。

○ 以下のとおり、２年間（令和６年１月１日～令和７年12月31日）延長する。

取得する住宅の要件

合計所得金額が2,000万円以下

長期優良住宅・低炭素住宅・ZEH水準省エネ住宅のいずれかに該当すること。

所得要件

控除額 標準的な性能強化費相当額※×10% ※ 45,300円×床面積（上限：650万円）

贈与税非課税限度額

住宅取得環境が悪化する中、住宅取得に係る負担の軽減及び良質な住宅の普及を促進するため、住宅取得等資金に係る贈与
税の非課税措置等を３年間延長するとともに、認定住宅等の新築等をした場合の所得税額の特別控除を２年間延長する。
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